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コンフェクショナリー企業と対外市場戦略についての比較研究
―チョコレートをめぐる国際競争の展開を中心にして―

澤　田　貴　之

1．チョコレートと経営領域の研究について

　コンフェクショナリー（キャンディ，チョコ
レート，ビスケットなどの菓子類）は通例，食
品・飲料（アルコール飲料を含む）産業の中に
分類される業種であり，一般に消費者にとって
なじみの深い商品である。日用品なども含めて
FMCG（First Moving Consumer Goods）にも
分類されるものである。First Moving とは文
字通り素早く消費され，商品そのものの回転速
度が速いという特質を持つ。
　こうした特質から食品・飲料，日用品（広く
アパレル製品も含む），そして菓子類を製造す
る企業は，消費者に最も近い目線で自社製品の
販売を促進するために，様々なマーケティング
戦略を展開してきた。それらは時として消費者
に対して，コカ・コーラやハーシーチョコレー
トなどのように，特定商品が食生活と食文化に
定着することで示されてきた。
　こうした商品の形成は，一つのナショナリ
ティ（国籍）から発し世界商品となっていくの
だが，それらは長らく西欧，米国に属す企業か
ら発せられていた。キットカット（スイス），
コカ・コーラやハーシーズ，マースのチョコ

レート，チョコレート菓子，ケロッグのシリ
アルなど商品名を挙げればきりがないが，1970
年代以降にはカップヌードルやポッキーなど日
本発の特定商品も登場している。
　本稿では，こうした世界商品を世界的ブラン
ドとして発信してきたコンフェクショナリーを
製造販売する企業に焦点を当てて，欧米日の
リーディングカンパニーだけでなく，後発の新
興諸国の企業事例も取り上げていくことにす
る。先行して世界ブランドを築いた欧米企業の
間においても，国内市場が狭隘であれば，国外
販路の拡大や多国籍化の進展が速いことは言う
までもないが，ここでは後発国企業における国
際化プロセスについても注目していくことにす
る。
　以上の考察上の前提から，コンフェクショナ
リーの中でもここでは考察対象を主にチョコ
レート，およびチョコレート菓子類を製造する
企業に絞り込むことにする。その理由はチョ
コレートの歴史が古く，世界有数のコンフェ
クショナリー企業の看板商品になっていること
と，これら企業が世界市場に進出する上での「世
界商品性」と「付加価値性」が高いという特質
から，比較・類型化の考察が相対的に容易であ
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るためである。
　近年においてチョコレートと企業経営をめぐ
る研究は，対外市場戦略，マーケティングな
どの企業側の一面的な収益性に関する考察だ
けでなく，古くは企業倫理，最近においては
CSR（Corporate Social Responsibility），SDGs

（Sustainable Development Goals）などの観点
から関連業界に対する批判的な考察も多い。こ
のため，国際的なサプライチェーン，バリュー
チェーンの中に，そうした要素を構築し入れ込
んでおくことが企業側にも求められている。
　企業倫理という観点から，特定企業にとって
そのイメージを社会・消費者に対してどう浸透
させていくのかというインプレッションマネジ
メントは，とりわけチョコレートを主要商品と
する企業にとっては無視できないものである。
社会学を系譜とする Goffiman［1959］の流れを
引き継ぎ，企業倫理面から環境と社会に対して，
ネスレのインプレッションマネジメントによる
企業イメージの二面性形成を強調した Perkiss

［2017］や Doherty and Sophi［2005］によるガー
ナのカカオ農家を株主として企業側が取り込み，
フェアトレードを実現させたことや，Djarum1 S. 
V. and others［2019］による有機原料を用いた
ネスレなどのケーススタディが典型的な研究と
なっている。
　中南米・アフリカ諸国からのカカオ原料供給
というグローバルサプライチェーンの最川上で
は，児童労働や生産者に不利な価格買い付けな
どに対し，1990 年代にナイキなどをターゲッ
トとした不買運動や国際的な批判と類似した
ケースが続いており，その意味では世界市場で
のジャイアントであるネスレが上述のような研
究アプローチから考察対象となる場合も少なく
ない。その背景にはチョコレートとカカオ豆に
対する世界的需要増が関係していることは言う
までもなかろう。
　最川上のカカオ豆生産とサプライチェーンに

ついては，川下におけるチョコレート需要と消
費の拡大に対して，妹尾［2014］が世界的なカ
カオ豆生産国の変化を詳細に追っており，イン
ドネシアなどの新しい原料供給国も形成され
つつある。チョコレートの原料メーカーやカー
ギルなどの商社からコンフェクショナリー企
業，川下の流通に至るまでの包括的なサプライ
チェーンにも変化が見られ，原料（カカオ豆）
獲得をめぐる競争も厳しくなっている。
　もう一つの主流であるチョコレートと経営を
めぐる研究アプローチの一つは，ビジネスヒス
トリー（経営史）と，そこから派生するケース
スタディである。この延長線上に事業戦略と対
外市場への進出についての考察が位置してい
る。前者だとベルギーの企業を考察対象とした
Garrone, Pieters and Swinnen［2016］など個
別の企業を考察した研究も少なくない。
　日本からはネスレのグローバル経営を取り上
げた高橋［2019］や米国のハーシーとマースの
経営組織を考察した Pataling, Jason C.［2016］
など，個別企業のケーススタディも徐々に積み
上げられている。さらにグローバル展開に伴っ
て多国籍化が進展すると，欧米企業間のマー
ケティング戦略を比較した Ramli［2017］や
Bynens［2005］のように，ゴディバの韓国や
日本などへの進出に伴う対外市場戦略に焦点を
当てる研究も登場するようになった。
　以上の関連・先行研究を概観した場合，考察
対象が欧米企業中心であることに気がつくわけ
だが，実際には日本にも歴史の古い大手コン
フェクショナリー企業が存在するために，相対
的に後発であっても対外市場戦略を先発欧米企
業と比較することは可能である。ただし，それ
には欧米日企業の類型化を通じた作業が必要と
なろう。
　幸いなことに，日本では大手メーカーについ
ての先行研究には一定の蓄積がある。ただし現
時点まででは中心的な研究は経営史の形態を
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とっている。コンフェクショナリー企業が基本
的に内需型であるため，市場戦略はまず国内市
場の問題として取り扱われてきたからである。
森田［2000］はその代表的な研究であり，江崎
グリコ創業者の江崎利一という経営者に対象を
絞った宮本［2018］もこの範ちゅうに属すもの
であろう。
　宮下［2008］のように，国内市場の限界から
海外市場への戦略転換を求める研究も存在する
ものの，実際の対外市場進出と戦略面におよぶ
研究，および欧米企業との比較を扱った研究は
少ない。本稿ではこうした研究上の空白の部分
と原料加工メーカーも含めた欧米日企業に新興
国トルコの事例を加えた比較考察を行ない，日
本企業の国際市場におけるポジショニングと対
外市場戦略の特徴と限界について考察を加えて
いくことにする。

2．チョコレートと欧米日のビジネスヒストリー

2―1　チョコレートの登場と欧米企業
　コンフェクショナリーと呼ばれる菓子類の中
でも，王様的な存在とされているのはチョコ
レートである。むろんコンフェクショナリーの
中にはクッキーやビスケットなど，早くから欧
州で紅茶，コーヒーとともに定着していたもの
がある。欧州のコンフェクショナリーもそうし
た意味では日本の和菓子同様，喫茶文化ととも
に定着・発達した菓子類だと言えそうである。
　チョコレートの原料カカオ豆の産地は，第一
次大戦以降，それまでの中南米からアフリカに
シフトするが，これはアフリカが欧州列強の植
民地となっていたことと深い関係がある。日本
でも製品名に用いられているように，カカオと
いえばガーナというイメージが強いことから
も，主にアフリカが原産地と思われることが多
い。正確には欧州向けの輸出地域のシフトであ
り，フランス，ベルギー，英国など欧州各国で

のチョコレートの普及は，少なからず，こうし
た「チョコレート帝国主義」によって成立して
いた部分があったことは否定できない。
　18 世紀前半を迎えるまでチョコレートはまだ
固形化されておらず，基本的には飲み物であっ
た。ホットチョコレートのような飲み物は紅茶
と並んで欧州で定着していくことになるが，長
い間，王侯貴族などの上流階級のための飲み物
であった。1828 年にカカオ豆からココアパウ
ダーとココアバターを分離製造する圧縮機がオ
ランダのファン・ハウテンによって開発される
と，チョコレートの固形化が可能になった（1）。
　しかし，この時点でもチョコレートは相変わ
らず飲み物であった。抽出したココアバターの
使い道がなく，この発明は当時期待されたほど
の普及を見せなかった。ココアと言えばバン
ホーテンのように，ファン・ハウテンはその創
業者であったが，バンホーテンに示されるよう
に，その後もしばらくは「チョコレート＝飲み
物」の時代が続いた。他方で産業革命の真った
だ中で，チョコレート製造用の機械や製法も開
発が進展していた。固形チョコレートの普及は
オランダではなく，産業革命の中心地であるイ
ギリス，そしてスイスで始まることになる。
　1847 年にイギリスの J・S・フライ・アン
ド・サンズが，カカオバターを再混入して固形
チョコレートを製造するのに成功した。ただ味
の点でまだ課題が多く，商品として人気が出る
までには至らなかった。
　その後も固形チョコレートの改善に当時の多
くの中小企業が挑んでいた。スイス人フランソ
ワ・ルイ・カイエもその一人だった。そして今
日のコンフェクショナリーの王様としてのチョ
コレートの地位を確立させた革新がスイスから
もたらされた。1875 年カイエの娘婿で事業を
継承したダニエル・ペーターとチョコレートと
粉ミルクを混ぜ合わせる技法を開発したアン
リ・ネスレとの出会いがそれであった。ミルク
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チョコレートの誕生である。
　ミルクチョコレートの誕生から 4 年後，同じ
くスイスの地でルドルフ・リントがローラーで
チョコレート原液を混ぜながらゆっくりと熱す
る精錬方法（コンチング）を開発し，それまで
のざらざらした食感からなめらかで舌触りの良
いチョコレートを製造するのに成功した。こう
した発明と製造手法の改善はチョコレートの大
量生産につながることとなり，スイスではネス
レやリントを創業者とするリンツ＆シュプルン
グリーが世界的な企業となっていった。
　携帯しやすく滋養のあるチョコレートは，産
業革命によって生み出された膨大な労働者によ
る需要や軍隊の携行品として重宝されるように
なり，欧州各国において多くのチョコレート
メーカーの市場参入をもたらすこととなった。
こうしてホットチョコレートのように，かつて
は上流階級の飲み物であったチョコレートは，
固形チョコレートの普及と大量生産の実現に
よって大衆化していくことになった。20 世紀
に入って大量生産を担ったのは，ネスレを筆頭
としたスイスのメーカー，イギリスのキャドバ
リー，ロントリー，米国のハーシー，マースな
どだった。
　他方でベルギーやフランスなどではゴディバ
などに代表されるように，クラフトマンシップ
を受け継いだ高級チョコレートを製造販売する
ショコラティア型企業が発達し，量産型メー
カーとショコラティア型の二つのタイプのメー
カーが併存するようになった。ただし価格が下
がり大衆化しつつも，ギフト需要なども念頭に
置きながら欧州各社は，引き続きラグジュアリ
製品としてのイメージを重視していた。
　パッケージの美しい装飾箱の普及や第一次大
戦後のキャドバリーの広告に示されるように，

「白人世界の中流家庭」を理想的な購買層とし
ていたようで，こうしたターゲット層を広告的
に利用することで，当時の労働者階級に対して

も強い訴求力を発揮したと思われる（2）。
　この時期にキャドバリーはフライを買収して
いるが，メーカー同士の統合や M＆A は盛ん
で，1960 年代以降になると米国と欧州の間で
の M＆A も進展していくことになる。例えば，
キャドバリーは 1824 年創業の老舗メーカーだ
が，1969 年に飲料大手シュウェップスと合併
した後，2010 年米国の食品・製菓大手クラフ
トフーズに買収されている。
　ヨーロッパにおけるチョコレートの普及にお
いても，ネスレによるミルクチョコレートの開
発が契機になったように，米国においてもハー
シー（ハーシーズ）が同様の役割を果たしてい
る。ハーシーはペンシルベニア州でミルトン・
S・ハーシーによって 1894 年に創業し，ミル
クキャラメルの製造販売からスタートし，ミル
クチョコレートは 1900 年から製造・販売して
いる。
　一方のマースはハーシーよりは後発だが，フ
ランク・マースによって 1911 年に創業してい
る。カルカンなどのペットフードブランドも有
するが，後述するように，これらは買収による
ものである。マースのチョコレート商品のライ
ンナップは M ＆ M，スニッカーズなどで，日
本では商品名の認知度は企業名以上に高い。そ
してハーシーとの決定的な違いは，現在でも
マース家が経営支配する同族企業（非公開企業）
である点である（3）。
　ハーシーとマースが米国国内市場でジャイア
ント企業であることと，その後のグローバルな
事業展開を可能にしてきた背景には軍需も欠か
せなかった。これは欧米の多くの大手企業に共
通していることである。敗戦直後の日本で子供
たちが「ギブミーチョコレート」と米兵に群
がって手に入れたチョコレートはハーシーだっ
た。マースも米軍御用達だったが，米軍が世界
各地で配ったハーシーの板チョコは甘さに飢え
ていた派遣先の子供たちを魅了した。Brenner  
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［1999］は，ハーシーと米軍との関係について
次のように表現している。

　「ハーシーは大戦終結までさらに 4 回軍から
表彰され，米兵に届けたチョコレートは 10 億
個に達した。その功績によりハーシーの名はア
メリカ全土に浸透する。戦後，消費者にとって
ハーシーはチョコレートの代名詞となり，ハー
シーのチョコバー購入は忠誠の誓いと同じく愛
国的行為と見なされた。野球といえばアメリカ，
ハーシーチョコといえばアメリカ。アメリカで
7 月 4 日を知らないものがいないように，ハー
シーを知らぬ者もいなかった（4）。」

2―2　日本におけるコンフェクショナリー企業
の形成

　日本における国産チョコレートの販売は
1878 年の風月堂まで遡ることができるが，カ
カオ豆からの本格的なチョコレートの一貫生産
は，1918 年の森永製菓（1989 年設立）が初め
てであった。そして，基本的に戦前における
チョコレートは，チョコボール，棒チョコの形
状が主流であった。1910 年には不二家，1916
年には明治が設立され，第一次大戦以後，江崎
グリコ，モロゾフなどがチョコレートの製造販
売に参入していくことになった（5）。
　明治は 1926 年にミルクチョコレートを販売
し，グリコはこれに続くことになった。森永と
明治の板チョコは現在も販売されている超ロン
グセラー商品として知られているが，現在の
チョコレート市場シェアを反映して，店頭で見
かける板チョコは明治とロッテの製品で占めら
れている。
　チョコレートは戦後において 4 社の中核商品
となったが，戦前においてはそうではなかっ
た。チョコレート自体，戦後も含めてしばらく
高価な商品という時代が続いたからである。実
は戦前創業の 3 社の主力商品はキャラメルやビ

スケット類だった。また戦後創業のロッテは差
別化ということでチューインガムの製造販売で
成長を遂げるきっかけを得ている。
　戦前においてすでに森永，明治，グリコ，不
二家などにおいてチョコレートは製造販売され
ていたが，基本的に一般的な消費者にとっては
まだ高価な商品であった。このためこれらメー
カーでは中核商品がキャラメル類の時代が長く
続くことになる。転機は高度経済成長期に入っ
た 1960 年代に訪れることになる。国民の所得
水準の上昇によって，チョコレートの需要が
高まったのである。60 年代に先立って明治は

「チョコレートは明治」のキャッチフレーズを
浸透させ，ロッテもこれを急追することになっ
た。チョコレートにおいて明治とロッテが今日
の一般流通市場の 2 強となったのは，この頃の
チョコレートの増産体制に対応できたことが大
きな要因であった。
　明治が増産体制に対応できたのは，60 年代
に先行して 50 年代に工場増設による新規投資
が行われたからで，他方，森永はそれができな
かったことで以後明治の後塵を拝することに
なった。それに加えて，森永にとって 1955 年
に森永ミルク中毒事件が発生し，森永製菓と森
永乳業が事実上経営面で一体化していたため
に，大きな影響を受けていたことと，それまで
キャラメルの量産販売が成功していたために，
キャラメルからチョコレートへのシフトにうま
く対応できなかったこと，またテレビ時代の幕
開けに対応した明治のようなマーケティング戦
略に乗り遅れたことなどの理由が挙げられる（6）。
　チョコレートの国内市場については明治と
ロッテが拮抗しており，この他にチョコレート
菓子のような駄菓子的な低価格商品を製造する
中小メーカーも多数存在している。さらに伝統
的に OEM 生産に特化した中小メーカー，また
後述する原料加工チョコレートメーカーなどが
あるために，チョコレート菓子業界の参入障壁
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は比較的低い。
　マースのブランド M ＆ M は敗戦後，子供
たちが米兵に群がった「ギブミーチョコレート」
のハーシーと同様，第二次大戦前から米軍御用
達を契機にして，世界的に普及したブランド菓
子である。それでも国内市場では，日本のチョ
コレート，チョコレート菓子に隠れて目立った
存在とは言えない。ハーシーにいたっては戦後
の森永，明治，グリコ，ロッテの安価なチョコ
レート販売攻勢と小売流通網の壁によって小売
店で見る機会は少ない。明治のマーブルチョコ
レートは M ＆ M と似ており，流通市場での
優位に加えて，完全に欧米メーカーのブランド
の代替品として国内消費者の間に定着したもの
となっていった。
　以上の経緯を要約するならば，戦後すぐの段
階から日本のコンフェクショナリー企業は，
チョコレート製品については輸入代替と国産化
を達成していたことがわかる。言い換えるなら
ば，一般小売流通におけるチョコレート市場は
事実上，国内企業によって占められていたとい
うことになる。

3．欧米企業と対外市場戦略

3―1　拡大するチョコレート市場と世界のコン
フェクショナリー企業

　チョコレートの主たる消費地は伝統的に欧
州，北米に集中しているが，インドや中国も含
めた新興国市場の拡大を見すえた場合，世界的
な消費増は今後も継続することが複数の調査
会社によって予測されてきた。Technavio は，
2020―2024 年の間にチョコレート市場は 410 億
ドル以上拡大し，年率で 5％成長を見込んでい
る。別の調査会社（KBV Research）は 2026
年までに世界市場は 1710 億ドルに達し，毎年
5.3％成長するであろうと予測している。
　他方で ICCO（The International Cocoa 

Organization）のデータによれば，原料である
カカオ豆生産量は直近 5 年間で 470 万トン水準
にとどまっており，毎年の生産量と加工された
量を示す磨砕量との間には慢性的なギャップが
顕在化しており，不足分はストック分で補われ
ているのが現状である。
　以上のチョコレートをめぐるマクロ指標が示
す通り，年々世界のチョコレート需要と消費は
拡大しており，しかも消費者の健康志向を反映
して，カカオ含有量の高い高価格帯の製品も増
加している。このため世界の大手コンフェク
ショナリー企業は，対外市場開拓にしのぎを
削っているのが現状である。
　欧米メーカーにとって，速い速度でチョコ
レートの需要拡大が見込まれる新興市場は，
Sumathi and others［2018］によるインド市
場に関する欧米企業間のプロダクトミックス
や SWOT 分析に示されるように，早い段階で
酪農・牛乳生産などでインドに進出したネスレ
や欧州企業を中心に競争が激しくなっている。
近年本格的にインド市場攻略に取り組んでいる
マースを除けば，新興国市場での競争優位は欧
州企業に顕著であって，後述するように日本企
業は影が薄いか，進出していない新興国市場も
数多いことがわかる。
　川下（コンフェクショナリー企業，小売り）
における需要の拡大は，川上のカカオ豆の生
産・供給を含めたサプライチェーンの拡大・変
化を伴うため，まずこの一次的な拡大局面に対
応する関連企業の市場戦略を見ておかなければ
ならない。カカオ豆の需給ギャップに対応する
ためには，妹尾［2014］が指摘したように，新
しいカカオ原産地が加わる必要がある。言い換
えれば原料供給地の多様化である。
　図 1 に見るように，川上のサプライチェーン
において，ガーナ，コートジボワール，ブラジ
ルなどの主要原産国の生産者，輸出業者などが
存在するが，国際貿易において主要な役割を果
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たしているのは伝統的にチョコレートの原料加
工メーカーである。グローバル上位のコンフェ
クショナリー企業も独自に供給ルートを開発す
るか，持っている場合も少なくないが，カカオ
豆からチョコレート原料のサプライルートと生
産においては，スイスのバリーカレボーを筆頭
に，農産物商社のカーギル（米国），米国のブ
ロマー（日本の不二製油傘下）などが主要なプ
レイヤーである。
　原料メーカーのチョコレートの販売先は，
コンフェクショナリー企業，ショコラティ
エ，専門店などであり，いわゆる B2B ビジネ
スであるため，原料加工メーカーが需要拡大
の恩恵を川上側で受けるプレイヤーとなって
いる。他方でこれらプレイヤーたちは，市場
のボラティリティ（変動）としてカカオ豆の
収穫量（供給）と，これに比例した価格変動
から自由ではない。こうした市場の不安定さ
に 対 し て，Boyarskaya T., E. Ushakova and 
M. Schwaninger（Supervision）［2014］は，バ
リーカレボーの事例から，上述したように需
給ギャップに対しては原料供給地の多角化，
カカオ豆価格の上昇については，主にココア
バター含有量 32％以上のクーベルチュール

（couverture）と呼ばれる業務用ハイエンドチョ
コレートを供給し，川下の販売先に価格転嫁し
てきたと指摘している（7）。
　チョコレート全体のサプライチェーンについ
ては，コンフェクショナリー企業だけでなく，
グローバル上位の原料加工メーカーの対外市場
戦略も同時に見ておく必要があるのは言うまで
もない。最初に結論だけ述べておけば，上述の
戦略に加えて原料加工メーカーの場合，統合と
M＆A が急速に進展していることである。
　この点については，欧米コンフェクショナ
リー企業の M＆A を取り上げたときに再び論
じることになろう。なお日本の原料加工メー
カーについても同様に後述することにする。
　図 2 は世界市場におけるチョコレート輸出額
の各国シェアを示したものである。伝統的に輸
出国は欧州に集中しており，上位 10 カ国で欧
州以外は米国だけである。輸出上位国は消費上
位国とも重なっており，図の統計には原料チョ
コレートの輸出も含まれると考えられる。その
他の欧州各国も含めれば，世界の輸出シェアの
優に 70％以上は欧州が占めていることになる。
　東欧諸国も含め，欧州がチョコレート貿易に
おいて比較優位を発揮しているのは，既に見た

図 1　チョコレートのグローバルサプライチェーン
出所）筆者作成。
注）簡略化のため輸入業者，仲介業者，卸売り業者などは省略した。
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ように，歴史的にネスレなどを中心としたプロ
ダクトイノベーションの発祥地であり，多くの
チョコレートを主力商品とするコンフェクショ
ナリー企業が立地しているためである。そして
Tridge のデータでは，フェレロ（伊）やゴディ
バの輸出単価の高さも示されており，小売価格
にも表れているように商品そのものの付加価値
が高いこととも関係している。
　こうした事実から欧州企業がグローバルブラ
ンド商品を多数擁して，多国籍化の道を歩んで
きたことは容易に想像できよう。ここでは，ま
ず多国籍企業のロールモデルの一つとも称され
るネスレを取り上げる。そしてコングロマリッ
トタイプのネスレとは別に，チョコレート，チョ
コレート菓子への事業集中度の高い欧州企業の
対外市場への対応とラグジュアリチョコレート
の代名詞であるゴディバのケースに焦点を絞っ
て見ていくことにする。

3―2　ネスレ　チョコレート部門の対外市場戦略
　ネスレと言えば，おそらく年配の日本人はイ
ンスタントコーヒーを，若い層は「キットカッ
ト」などのチョコレートなどの商品を思い浮か
べるかもしれない。また最近では「ネスカフェ・
アンバサダー」（ネスレ・ジャパン）を思い浮
かべる人も多いかもしれない。ネスレはドイツ
語の鳥の巣を意味しており，一時期，日本で
は英国と同じネッスルと呼称されたこともある
が，1994 年以降，日本でも世界共通のネスレ
の呼称となっている。
　ネスレの創業は 1866 年で，これだけでも老
舗企業と言えるわけだが，規模で見てもフォー
チュンやフォーブスのグローバル 500 の 100 位
以内の常連となっている。また表 1 に見るよ
うに，キャンディインダストリー（Global Top 
2020）ではハーシーに次いで 6 位である。この
ランキングはコンフェクショナリー部門のみの
売上高であるため，食品コングロマリットであ
るネスレは，実際にはペプシやコカ・コーラー

図 2　世界市場における国別チョコレート輸出額シェア（2019 年）
出所）Tridge, Chocolate global export and top exporting countries より作成。
　　　https://www.tridge.com/intelligences/chocolate/export 2020.11.20 閲覧
注）輸出シェア％は四捨五入。
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表 1　世界のコンフェクショナリー企業 2020 ランキングと新興国企業

企業名 販売額（100 万ドル） 工場数

 1 マース（マース・リグリィ・コンフェクショナリー，マースのコンフェクショ
ナリー部門）シカゴ，米国（2013 年 1 位） 18,000 n/a

 2 フェレログループ，ルクセンブルク，イタリア（2013 年 6 位） 13,000  25

 3 モンデリーズ・インターナショナル，ディアフィールド，米国（2013 年 2 位） 11,800 150

 4 明治（2013 年 7 位） 9,721   7

 5 ハーシー，米国（2013 年 5 位） 7,986  12

 6 ネスレ，ヴヴェイ，スイス（2013 年 4 位） 7,925 413

 7 リンツ & シュプルングリー，スイス（2013 年 10 位） 4,574  12

 8 プラディス，英国（2013 年ランキング外，ゴディバを買収したトルコの食
品大手ユルドゥスが 2016 年に設立した子会社） 4,574  34

 9 ハリボ，ボン，ドイツ（2013 年 9 位） 3,300  16

10 江崎グリコ，大阪（2013 年 22 位） 3,156  24

13 オリオン，ソウル，韓国 1,767  14

16 森永 1,120  9

17 ブルボン，新潟 1,080  10

20 アーカー，アルゼンチン 1,005  46

22 クラウン，韓国 939   5

23 カカウ・ショウ，ブラジル 909   4

26 ロッテ，韓国 894  35

27 ロッシェン，ウクライナ 800   8

41 エンプレーサス・カロッズイ，チリ 475   5

42 デルフィ，シンガポール 475   2

44 コンパニア・ナシオナル・デ・チョコレーテス，コロンビア 466   5

46 ユニバーサル・ロビーナ，フィリピン 455  22

48 コロンビーナ，コロンビア 419   4

49 マヨーラ・インダ，インドネシア 400   6

52 キャネルズ SA・デ・CV，メキシコ 390   3

53 ソーレン・チコラータ・ギダ・サ・ベティック，トルコ 380   6

55 デルセス・デ・ラ・ロサ，メキシコ 355   4

56 ミラノグループ，ポーランド 351   3

59 ヱンバーレ・ベロ，ブラジル 336   1

その他新興国企業
60．プロダクトトス・リコリノ，メキシコ　62．エルバングループ，トルコ　65．AVK コンフェクショナリー，ウ
クライナ　67．ビフア　ビスケット & フード，トルコ　68．コリアン SP.z.o.o. ポーランド　74．ミレニアム・チョコ
レート・ファクトリー，ウクライナ　78．ドリ・アリメントス，ブラジル　80．コンチグループ，ウクライナ　87．
クラス・フードインダストリー，クロアチア　90．タイガーブランド，南アフリカ　93．ワァウェル，ポーランド

出所） Candy Industry, 2020 Global Top 100 Candy Companies.より筆者作成。2020．10．25．閲覧。（https://www.
candyindustry.com/2020/global-top-100-candy-companies）

注）コンフェクショナリー部門の売上高，原料加工メーカーは除く。
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をも凌ぐ世界トップクラスの食品飲料企業であ
ることは言うまでもない。
　ネスレの場合，乳製品を中核製品とした後
に，1920 年代以降チョコレートも同様に中核
製品になっていくわけだが，ネスレはいわゆる
チョコレート，菓子類に特化したメーカーでは
なく，上述したように，総合的な食品コングロ
マリットに属す企業であり，米国でいえばクラ
フトフーズに近いと言える。このタイプの企業
は巨大であり，M＆A の買収側に位置する。M
＆A を繰り返すことで製品レンジが広くなり，
食品コングロマリット化する傾向が見られる。
　スイス自体は内需が限定されるために，ネス
レは工場をまず欧州各地に建設し欧州市場全域
に進出していくことになる。いわば多国籍企業
のプロトタイプの一つであるとともに，現代に
おいてはその組織や事業戦略も含めて多国籍企
業のロールモデルとなっている。早熟の多国
籍企業であることをネスレの第一の特徴とす
れば，第二の特徴はインスタントコーヒーの開
発・販売をはじめとするプロダクトイノベー
ションと多様な製品ラインナップを備えている
ことである。そのラインナップは実に多彩で，
グローバルブランド以外にも地域・国限定の製
品も多数ある（8）。
　多くのオリジナル自社ブランドがある一方
で，日本でもおなじみの「キットカット」は，
1988 年の英国のロントリー・マッキントッ
シュの買収によって自社ブランド化したもの
である。ネスレの多彩なブランド商品群の多く
は，特に 1980 年代以降，M＆A によって他社
から取り込んだ結果でもある。なお「キットカッ
ト」はハーシーが米国内においてネスレとライ
センス契約を結んでいる。「キットカット」自
体，国，地域ごとに異なった製品を販売してお
り，ネスレの現地子会社が現地市場に根差した
事業戦略（ローカリゼーション）を展開してい
ることで知られている。

　Djarum1 S. V. and others［2019］は，マー
ケティングミックスとSWOT 分析を用い，企業
倫理面から「キットカット」のオーガニック製
品が開発販売された場合のチョコレート市場と
サプライチェーンへの影響力の大きさを考察し
ており，こうした研究アプローチが出てくるほ
ど，単一ブランドとしての「キットカット」の
世界市場における影響力が大きいことがわかる。
　ネスレの各市場に根差した製造販売を可能と
している源泉は，「連邦経営」と呼ばれる現地
法人の独立性にあるわけだが，それを可能とし
ている背景には製品・事業群と世界の各市場に
おける運営において卓越したマネジメント能力
があるからである（9）。現代の多国籍企業の大き
な特徴は，同じミッションと組織能力を持つ本
社から枝分かれした現地法人だけでなく，世界
的な M＆A によってミッションや組織能力が
異なる子会社も全体組織に編成されていること
である。
　多国籍企業による多くのクロスボーダー
M＆A は，国内の M＆A 同様，結果的には成
功よりも失敗が多く，当初意図されたシナジー
効果も発揮されない場合が多い。実際には買収
先企業への経営介入（ハンド・オン）やモニタ
リングも限定的になりがちである。むろんネス
レもこうした問題から自由ではない。にもかか
わらず，現地法人の組織能力と買収した海外子
会社のブランド力は，この国際的な食品コング
ロマリットのマネジメント能力を毀損すること
がほとんどなかった。
　その理由の一つは，クロスボーダー M＆A
後の買収ブランドの定着とシナジー効果が高い
ことであろう。ここではチョコレート部門だけ
に限定するが，Hyde Dana, Peter Killing and 
James Ellert［1991］は，上述のロントリー買
収を，買収先の R ＆ D，経営管理，販売力，
規模の経済においてシナジーを発揮した画期的
な買収案件として評価しており，このクロス
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ボーダー M＆A の成功は，その後の買収先と
の関係に学習効果をもたらしたと考えられる。
　現地法人だけでなく，輸出パフォーマンスに
おいても特定地域・新興国市場へのアプローチ
では，コンフェクショナリーに限定されないが，
Lotfifard Shohreh, Peyman Nouri［2018］によ
れば，マーケティングミックス自体が現地適応
していることも注目されよう。彼らによるイラ
ンの特定地方（カズビン県）のケーススタディ
は，緻密なマーケティングミックスを通じて，
輸出パフォーマンスへの正の相関関係を立証し
ている。
　ネスレの本社機能に注目するならば，常に選
択と集中および製品ポートフォリオの見直しを
図る上でのシステムの存在を挙げておかねばな
らない。かつてボストンコンサルティングの
PPM（プロダクト・ポートフォリオ・マネジ
メント）は，自社製品を「花形」，「問題児」，「負
け犬」，「金のなる木」の 4 つに分類して事業面
での力の配分を区別したが，企業が国際的にコ
ングロマリット化した場合，製品レンジは広く
なり，分類は PPM 以上に複雑になることは容
易に予想されよう。
　高橋［2019］が紹介しているのは，ネスレが
用いているシステムとは，副社長だったワン・
リン・マルテロの主導によって開発された「ア
トラス」と呼ばれるポートフォリオ分析ツー
ルである。187 ヵ国での多様な事業・製品を約
2,500 の地域とカテゴリーのセルに分け，社内
で蓄積されたビッグデータを基礎にして，過去
と将来における成長，利益などの各項目を評価
し，最終的に縦軸に過去の経済採算性，横軸に
将来の経済採算性をとったグラフから「金の生
る木」，「花形」に該当するグリーンゾーンとそ
れ以外のレッドゾーンに分類して，新しいポー
トフォリオを構築することを目的としている。
　ただし，レッドゾーンに属しても問題児にと
どまり，将来性が見込まれれば売却や撤退はな

い。柔軟な運用が行われる反面，過去の M＆A
で蓄積された事業の大胆な売却も行われてお
り，世界全体での事業の新陳代謝が効率的に進
められてきた。例えばコーヒーマシンや医療事
業分野の強化を図る一方で，2015 年には日本
の缶コーヒーからの撤退をはじめ，大胆な事業
売却が行なわれてきたのである（10）。
　このように分散独立型の組織力を支える背景
には，ネスレ本社の強力な食品コングロマリッ
トとしての新陳代謝機能を支える，本社発の評
価システムが存在していることも大きいと思わ
れる。
　以上のごとく，ネスレの有する組織力と戦略
は，チョコレートをはじめとするコンフェク
ショナリー部門にも活かされてはいるが，チョ
コレート，チョコレート菓子というセグメント
に収まらない食品コングロマリットという企業
形態であることが，他の欧州企業と大きく異
なっている点であろう。

3―3　欧州企業の対外市場戦略　ゴディバの場合
　チョコレートの発祥地であると同時に，欧州
は世界最大の消費地でもある。英国，フランス，
ドイツ，スイスなど西欧だけでなく，東欧も大
きな消費地であると同時に多くのローカル企業
が存在している。食品コングロマリットである
ネスレを別格として，Lamli［2017］によれば，
欧州企業の場合，フェレロ，キャドバリー，
シュプリングリーの創業者たちが築き上げた，
何を，どこで売り，どうやって売るかというビ
ジネスオペーレーションがその後も脈々とビジ
ネス哲学とブランド遺産として残され，それが
欧州企業の競争優位を形成しているという（11）。
　また言うまでもなく，欧州企業間においても
様々な戦略面において違いがあり，製品レン
ジ・ブランド数や重点的な国外市場やマーケ
ティングミックス（プロダクト，プライス，プ
ロモーション，プレイス・流通）なども異なっ
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てくる。他方で，特定の対外市場・マーケティ
ング戦略の分析整理について，ゴディバが韓国
市場に進出した際に，Bynens［2005］が，先
験的に Ramli［2017］のマーケティングミック
スとほぼ重なる要素を既に提唱していたことは
興味深い。
　表 2 は欧州の代表的企業 4 社のブランディン
グとマーケティングミックスを比較したもので
ある。これら 4 社はネスレほど製品レンジが広
くなく，チョコレート，チョコレート菓子に特
化しており，米国のハーシーやマース，明治な
どと比較しても高級・高価でありながら，販路
としての対外市場の数は非常に多いことを特徴
としている。
　欧州のチョコレートといえば，まずベルギー
のチョコレートを思い浮かべるであろうが，国

内のメーカーの中でも，とりわけゴディバの名
声は高く，世界の空港免税ショップでは定番
のお土産として定着している。「世界の」と表
現したのはベルギーの空港だけでなく，どこ
へ行っても高級なお土産・ギフト品としてゴ
ディバが通用することを示している。いわばラ
グジュアリブランドとしての地位を確立してお
り，世界に進出し輸出を行っている多国籍企業
でもある。
　これだけのブランドを有しているのは，ゴ
ディバはあくまでもショコラティエ型企業で
あって，そのプロダクトが一般小売流通のチョ
コレートとは異なっているためである。従って
企業そのものがグローバルブランドでありな
がらも，規模を反映したキャンディインダスト
リーの 100 位企業に顔を出すことはない。チョ

表 2　対外市場戦略の比較（欧州企業 4 社）

マーケティング戦略 フェレロ キャドバリー リンツ&シュプリングリー ゴディバ

製品レンジ・ブラン
ディング

4 ブランド（Nutella，
Kinder，TicTac，
フェレロプラーリン
ズ）

アメリカ 9 ブラン
ド，英国・アイルラ
ンド・中東・アフリ
カ 12 ブランド，欧
州 11 ブランド，ア
ジア太平洋 9 ブラン
ド

3 ブランド（Lindt，
Ghiradell，Russel 
Stover）

ゴディバ

対外市場 フェレログループは
53 カ国に進出，160
カ国以上で販売

米国，英国，アイル
ランド，中東，アフ
リカ，欧州，アジア
太平洋

北米，ブラジル，欧州，
日本，南アフリカ，オー
ストラリア（店舗）

オーストラリア，中
国，インドネシア，
韓国，マカオ，サウ
ジ，トルコなど新
興市場を含む世界
32,000 箇所の販売網

マーケティングミックス フェレロ キャドバリー リンツ&シュプリングリー ゴディバ

Product チョコレート，パン
用スプレッド

チョコレート，飲
料，アイスクリーム，
ビスケットなど

チョコレート，マカロン，
ケーキ，アイスクリーム

チョコレート，飲
料，ペストリー

Price 高価 原料により価格レン
ジは広い

高価 高価

Promotion TV 広告，インター
ネット，雑誌

TV 広告，インター
ネット，雑誌，セー
ルスプロモーショ
ン，広告板

テニス後援大使，ディス
カウント，セールスプロ
モーション

オンラインキャン
ペーン，広告板

Place・流通 専門店，スーパー，
モール，空港

代理店，モール，専
門店，スーパー，空
港など

リンツ・カフェ，モール，
リンツ専門店，空港

カフェ・ゴディバ，
モール，ゴディバ専
門店，空港

出所）Ramli ［2017］ table　4，5 より筆者作成。
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コレート製造には幅広い一般流通向けのプロダ
クトラインを持った企業以外に，多くのショコ
ラティエ型企業が存在している。ショコラティ
エ型自体も大小さまざまだが，ゴディバは規模
とラグジュアリブランドの観点から「ショコラ
ティエ型の巨人（ジャイアント）」と言って差
し支えなかろう。
　まずその歩みに触れてみることにしよう。
ジョセフ・トラップスが 1926 年にショコラト
リー・ドラップスをブリュセルで開業し，この
会社名はしばらく使われていたが，1956 年に
ゴディバに社名変更している。それから 2 年後
パリに進出しており，ゴディバの国外進出は
1960 年代以降盛んになる。ちなみにゴディバ
の由来は，イングランドの伝説に由来する馬に
乗った裸のゴダィバ婦人である（12）。
　対外進出に眼を向けて見ると，ショコラティ
エ型の中でも規模が大きいとはいえ，グローバ
ルな食品・コンフェクショナリー企業とは比較
にならず，単独での進出は困難だったため，
1966 年にキャンベル・スープ・カンパニーの
支援を得て米国への進出に成功している。キャ
ンベルのブランド獲得という目的でニューヨー
クに進出すると同時に，1972 年に正式にキャ
ンベル社の傘下に入った。
　1972 年にゴディバは日本橋三越に出店し，
日本進出を果たし，その後 1994 年に日本法人
のゴディバ・ジャパンが設立された。2010 年
代後半までに日本国内での店舗数は約 300 店に
達し，日本市場で確固たるブランドを構築する
のに成功している。チョコレートに限らず，20
世紀第 4 四半期において，欧州のラグジュアリ
ブランドにとって日本市場は最も有望な市場と
見なされていた。
　1885 年，当時のベルギー国王レオポルド二
世によって，アフリカのコンゴがベルギー王室
領地となってから急速にカカオプランテーショ
ンの開発が進められた結果，ベルギーではまず

チョコレートの中間原料生産が盛んとなり，ノ
イハウスなど王室御用達のショコラティエが誕
生することになった。こうした歴史的背景を考
えるならば，まさにベルギーのチョコレート産
業の発展史は「チョコレート帝国主義」という
表現がふさわしいのかもしれない。
　ベルギーといえば，ナッツを混ぜたチョコや
トリュフチョコがすぐに思い起こされるが，ゴ
ディバの事例に見られるように，輸出や海外進
出は意外と遅かったのである。ベルギーがチョ
コレート輸出国に転じたのは 1960 年代のこと
で，80 年代になってベルギー産のチョコレート
は世界的名声を勝ち得ることになる。こうした
名声の背景には 4 大メーカーであるノイハウス，
コート・デ・オール，バリーカレボー（現在の
本社はスイス，1996 年フランスのカカオ・バリー
と合併する前のカレボーはベルギー企業だっ
た），そしてゴディバの多国籍企業化があった（13）。
　意外と思われるのが，ゴディバが 2007 年に
キャンベルからトルコの大手食品グループ，ユ
ルドゥス・ホールディングスの傘下に移ったこ
とであろう。ユルドゥスはトルコ最大のコン
フェクショナリー企業ウルケルの親会社である
とともに，食品コングロマリット・財閥であ
る。ユルドゥス自体は国際的なブランドを手に
入れることで，さらに世界進出を容易にするだ
けでなく，ゴディバ側からすれば，サウジを中
心としたユルドゥスの持つ中東市場への販路を
得ることができるという win-win の M＆A で
あった。
　トルコのウルケルについては，後述するよう
に，新興諸国特に立地的に欧州に近いコンフェ
クショナリー企業の対外進出意欲は強い。トル
コの場合，日本のスーパーでも，近年大手メー
カーであるエルヴァンのトリュフ，アソート
チョコレートや輸入専門店ではエリートのラグ
ジュアリチョコレートを販売するようになって
いる。今後は欧米メーカー（特に米国メーカー）
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だけでなく，新興国メーカーによる欧米ブラン
ドメーカーの買収も増えていくものと考えられ
る。
　ゴディバの世界戦略において，特筆しておか
なければならないのは日本法人の経営戦略であ
る。G・J（ゴディバ・ジャパン）は 1994 年に
設立されたが，ユルドゥスの傘下に入った後，
2019 年に投資ファンド MBK パートナーズ株
式会社に売却されている。MBK はコメダ珈琲
を買収したことでも知られており，ファンドの
もう一つの拠出先である韓国の市場も視野に入
れた買収だった（14）。それまでも日本国内に約
300 店舗の専門店を擁していたが，店舗のほと
んどは片岡物産と運営契約されていた。他方で
2010 年にジェローム・シュシャンが代表取締
役に就任すると G・J は独自のローカル戦略を
次々と打ち出していった。
　ジェローム社長は就任と同時にテレビ CM
を開始し，バレンタインのパッケージデザイン
に世界の有名アーティストを起用し，翌年から
コンビニエンスストアでバレンタイン商品を販
売するようになった。そしてチョコレートに加
えてアイスクリームもラインナップに加えた。
その結果，2010 年以降 G・J は売上を順調に伸
ばしてきた（15）。
　重要な点は G・J の採用したマーケティング
戦略が，日本の大手メーカーと共通しているこ
とである。製品の現地化として正鵠を射た販促
活動とともに，ラグジュアリブランドというイ
メージを壊すことなく，コンビニ限定・数量・
期間限定の新作を店頭に並べ，ゴディバ専用の
袋も提供した。顧客に対してコンビニとゴディ
バの組み合わせをミスマッチではなく，むしろ
新鮮な組み合わせと見なせるようにしたのであ
る。しかも大都市の専門店に行くまでもなく，
ファミリーマートなどの全国のコンビニで購
入できるわけだから，売上が伸びないわけがな
かった。

　コメダ珈琲同様，こうした G・J のパフォー
マンスを MBK が見逃すわけがなく，2015 年
に片岡物産との店舗運営契約が終了し，2019
年の MBK 買収後，G・J は世界中のゴディバ
の中でも異彩を放った存在になっている。

3―4　米国企業の対外市場戦略
　欧米企業の対外市場戦略における共通した特
徴は，企業間の統合や M＆A，分離が繰り返
されることで，グローバル企業が形成されて
いったことである。例えば，クラフトフーズ自
体はキャドバリーを買収した時点で世界一のコ
ンフェクショナリー企業となったが，2012 年
に北米部門をクラフトフーズグループ，グロー
バル市場部門をモンデリーズ・インターナショ
ナルの 2 社に分離し，これによってキャドバ
リーはモンデリーズの傘下企業となっている。
　さらに 3 年後に，クラフトフーズグループは
ハインツと合併しクラフト・ハインツとなって
いる。合併の背後にはバークシャー・ハサウェ
イなどの投資会社が関与しており，大株主と
なっていることである。このように個別に老舗
メーカーの軌跡をたどると，M＆A が繰り返さ
れていることを大きな特徴としている。
　先に見たように，キャンディインダストリー
の 2020 年グローバルトップの 1 位はマース
だった。長年の間マースのライバルと目されて
いたのは 5 位につけているハーシー（ザ・ハー
シーカンパニー）である。米国国内でのライ
バルとしてもう 1 社挙げるとすれば，モンデ
リーズ・インターナショナルということにな
ろう。しかし，少なくともチョコレート，チョ
コレート菓子という商品カテゴリーでは，マー
スとハーシーは長年の間，ライバル関係にある
と言っても過言ではなく，J・G・ブレナーの
傑作ノンフィクション『チョコレートの帝国』

（1999 年）の中で描かれたことで，そのライバ
ル関係は広く知られるところとなった。
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　ハーシーやマースに限らず，米国のチョコ
レートを食べたことのある消費者であれば，
ヨーロッパのそれとの違いは明白である。ヨー
ロッパの主流がカカオ含有量の多いチョコレー
トであるのに対して，米国のチョコレートは
伝統的にカカオ含有量を少なくし甘味が強い。
米国人向けにこうした嗜好を定着させた功績は
ハーシーにあると言ってもよい。こうした米国
とヨーロッパの嗜好面での差異は，互いの市場
に進出する上での一つの壁になっている。
　ハーシーの運営するハーシーパークは，ディ
ズニーのようなアミューズメント施設として米
国の子供たちにとって知られており，大人たち
も十分楽しめる施設となっている。米国だけで
なく，日本を含め世界には企業が運営するテー
マパークは少なくないが，チョコレートという
一商品だけで人々を魅了する施設は珍しく，そ
れだけチョコレートの持つ魅力の大きさを物
語っているようである。
　クラフトフーズ，モンデリーズをはじめ，食
品やコンフェクショナリーの大手企業は国外も
含めて他社ブランドを吸収し，M＆A を繰り返
すことでグローバル企業となった。いかにも米
国企業らしいと言えばそれまでだが，ハーシー
もマースもそうした米国企業の事業伝統を継承
しつつも，欧州企業とは明らかに異なった対外
市場戦略を示している。
　まずハーシーとマースは米国のコンフェク
ショナリー，チョコレート市場において互いに
ライバル関係にあるが，チョコレートにおい
てはハーシーが約 43% のシェアなのに対して
マースは約 30％で，コンフェクショナリー全
体で互いに約 30％であるのに対して，マース
はチョコレートでは水をあけられた形となって
いる（フェレロは 7％，チョコレート市場で 3
位，2018 年）（16）。この開きは以前から固定して
おり，この米国市場での開きが近年のライバル
同士に対外市場戦略の違いを生み出している。

　2010 年代に入って，世界のチョコレート需
要に対応してハーシーもマースも当初は対外市
場を重視してきた。特に中国やインドのような
新興国市場の伸びが著しかったため，ハーシー
は 2014 年に上海ゴールデンモンキーを買収し
ていた。しかし，4 年後の 2018 年に同社を売
却し，同じ年に米国企業 B ＆ G フードの製品
ブランド（Pirate）を買収し，翌 19 年にも米
国のワンブランド（One Brands）を買収して
いる。ハーシーは，上海ゴールデンモンキー売
却の時点で明確に米国市場重視を打ち出してい
た（17）。
　ハーシーにとって北米市場以外のメキシコ，
ブラジル，インド，中国などの海外売上高比率
は 2019 年時点において 20％前後で，決して高
い比率ではなかったことと，米国市場の特異性
とハーシーの国内市場シェアの大きさが，米国
市場へのテコ入れと国内重視策へ向かわせた主
な要因であったと思われる（18）。
　米国市場の特異性として，元々巨大な国内市
場を米国企業同士が激しい競争を展開していた
ことと，大衆的な価格設定のハーシーやマース
に対して，高価格帯の製品ブランドが主力の欧
州企業は，こうした激しい競争市場への参入を
忌避してきたことを指摘することができる。典
型的な例はネスレで，キットカットの販売権を
ハーシーに譲渡し参入していない。米国企業が
欧州ブランドの販売権を持つことは珍しいこと
ではないのである。
　他方，マースは欧州企業と同じく対外市場戦
略を重視しており，これはハーシーとは逆に
国内チョコレート市場の競争圧力が高いため
と考えられる。インド市場での 5 社の企業間
競争を考察した Sumathi N，Akshaya E M，
Palaniappan R，Silpa Suresh，Sowmya C 
F.［2018］の論文には，マースが主要なコンペ
ティター（競争相手）として登場するが，ハー
シーはその中に含まれていない。重点的な市場
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として 2014 年にサウジに製造工場を完成させ，
クロスボーダー M＆A においても，メキシコ
企業（Turin）を買収しローカルブランドを手
に入れ，対外市場戦略を緩めていない。
　マースの国際的なブランド戦略の効率性につ
いては，Lane, D and Sutcliffe D［2005］が，
英国とアイルランドに関するケーススタディに
おいて，ジグソーブランドマトリックスを用い
たポートフォリオ戦略を使い検証しており，新
興国市場だけでなく，マース製品の欧州市場で
の有効性も確認されている。これに対して，国
際的なブランド戦略についてのハーシーに関す
る先行ケーススタディは，どちらかというとネ
ガティブな結論を導き出してきた。
　Kızıl C., Valorie Eddy, Laura Clary and 
Katrina Crowell［2013］は，マースがオース
トラリア市場に新製品を投入するに際して，
SWOT と 4P 分析を通じて，ハーシー製品が新
興市場ではその認知度を含め劣位に立ち，既存
コンペティターの競争圧力によっ苦戦している
ことを明らかにしている。
　米国市場ではハーシーに水をあけられている
ものの，チョコレートの世界市場シェアでは
マースは，2016 年時点で 14.4％と首位で，モ
ンデリーズ（13.7％）やネスレ（10.2％）がこ
れを追う形となっている。ハーシーは，7.2％
でフェレロ（9.5％）に次いで世界 5 位のシェ
アだった。また 6 位はリンツ・スプリングリー
だった。上位 6 社の 1 位と 2 位は米国企業で，
近年対外市場戦略を後ろ向きに変更したハー
シーでさえ 5 位で，半分は欧州企業であるもの
の，米国企業の世界市場でのプレゼンスが大き
いことがわかる（19）。
　以上の市場概観から，現行の世界のチョコ
レート市場においては，競争圧力の強い米国市
場で高いシェアを得ている企業は，同時に世界
市場においても上位のシェアを得ていることに
なる。ネスレは例外だが，米国以外で伝統的に

強みを発揮しているからで，フェレロは米国市
場でマースに次ぐシェアを得ているため，これ
にあてはまると考えられる。
　ハーシーはマースとは対照的に対外市場戦略
と世界市場への参入については消極的だが，他
方で米国市場でのポジショニングを堅牢なも
のにしており，2020 年のコロナ禍の中でも，
Forbs 誌（Aug 25, 2020, online）がハーシーの
豊富なフリーキャッシュフローと営業利益の高
さに示される財務面での優位性を特集してい
ることは注目されよう。過去の M＆A におい
ては買収と売却双方を展開しており，国内外の
M＆A については，むしろ米国企業の中では最
も行使能力を備えていることも忘れるべきでは
なかろう。
　欧米企業にとっての対外市場戦略は，資本提
携（合弁），ライセンシングなどの業務提携，
そして M＆A が主流だが，短期的に製品供給
量，販売ルート，複数ブランド製品の獲得とい
う点からも M＆A が中心的な推進力となって
いる。食品・飲料系企業にとって伝統的に M
＆A ＆ A は定着した対外市場戦略であり，こ
の点は後述する日本企業との違いとして改めて
論じることになろう。国際的な製品ブランドを
有しない後発・新興国では当初は合弁やライセ
ンス生産のような業務提携に力を入れる傾向が
あり，そうした傾向に応じて欧米系の食品・飲
料メーカーは多国籍化を進めてきたが，コン
フェクショナリー企業においてはさらに拍車が
かかっているようである。
　端的に言えば，グローバル上位コンフェク
ショナリー企業の対外市場戦略は，M＆A ＆ 
A と製品レンジ（ブランド数）の拡大に集約
されている。直近各社の動向をまとめたものが
表 3 である。コンフェクショナリー企業だけで
なく，とりわけ原料加工メーカー世界最大手バ
リーカレボー（スイス）による近年におけるク
ロスボーター M＆A は，水面下において見え
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にくいが，サプライチェーンの強化に関連した
大きな動きだといえる。
　バリーカレボーはチョコレートの世界消費の
四分の一を供給しており，過去に大型買収とし
て，2007 年に米国のフードプロセシングイン

ターナショナル，2013 年にはカカオ豆原産国
のインドネシアのペストラフードを買収してい
る。日本の森永ともチョコレート原液供給の長
期契約を締結しており（後述），B2B 企業とし
ての対外市場戦略は，原料調達から川下への供

表 3　欧米コンフェクショナリー企業の対外市場戦略の事例（2016―2020 年）

資本・業務提携　企業名 概要
2019 年 7 月
マース

DKSH ビジネスユニット・コンシューマ―グッズのインドネシア現地子会社
との連携を強化し，スニッカーズをはじめ，より多くの同社製品の販売を計画。

M&A　企業名 概要
2019 年 9 月
ハーシー

低糖・ハイプロティンバー製品で著名なワン・ブランド LLC（米国）を買収，
ブランドポートポートフォリオを拡大。

2019 年 2 月
バリーカレボー（スイス）
※ カカオ豆とチョコレートの原料加

工メーカー

ロシア有数の原料加工メーカーインフォラムを買収，ロシア市場での B2B 販
路と製品レンジを拡大。

2018 年 9 月
ムーンストラック・チョコレート

（米国，1993 年設立）

同じオレゴン州を拠点とするチョコレート専門小売りのアルマ・チョコレー
トを買収，販路網を拡大。

2018 年 4 月
フェレロ

ファニーメイ・コンフェクションズ（米国）とハリーロンドン・チョコレー
トのブランド買収。

2018 年 3 月
フェレロとグループ子会社

ネスレから米国のコンフェクショナリー事業を買収，この買収によって米国
市場において規模では 3 番目のコンフェクショナリー企業となった。

2016 年 12 月
バリーカレボー

モンデリーズ・インターナショナルのベルギー工場を買収。

2020 年 7 月
バリーカレボ―

オーストラリアの GKC フード買収。

新製品・製品レンジの拡大　企業名 概要
2020 年 2 月
バリーカレボー

100% 乳製品を含まないミルクチョコレートを発売。植物由来の製品レンジを
拡大。

2020 年 1 月
ネスレ

新製品キットカットゴールド発売。
キャラメル味のホワイトチョコレート

2019 年 12 月
ネスレ

キットカットのカカオフルーツチョコレートを発売。カカオ豆とホワイトカ
カオパルプを原料として使用。

2019 年 12 月
マース

スニッカーズの製品レンジの拡大。
ホワイトチョコレート

2019 年 10 月
モンデリーズ・インド

キャドバリーのダークミルクを発売。インド市場にプレミアム製品投入。

2019 年 7 月
ネスレ

砂糖不使用のチョコレートバーを発売すると発表。
カカオフルーツ使用のダークチョコレート

地域的な拡大 概要
2019 年 7 月
バリーカレボー

インドのバラマティに新工場をオープン。
大手から地方の顧客まで対応できる製造ラインと物流網の構築。

2020 年 1 月
バリーカレボー

英国バンベリーにチョコレートアカデミーを設立。顧客，職人，業界関係者
に製造訓練と施設を提供，最新トレンドと技術，レシピの探索を行うハブと
して位置付けている。

2020 年 6 月
バリーカレボー

シンガポール工場に生産ライン増設。

出所）KBV Research ［2020］ summary 版，Barry Callebaut，News and our stories
　　　https://www.barry-callebaut.com/ja-JP/group/investors より筆者作成。
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給も含めて非常に幅広いものとなっている（20）。

3―5　台頭する新興国企業　ウルケル（トルコ）
の場合

　先の Tridge のデータによれば，チョコレー
ト輸出額において直近 2017―2019 年間の成長率
で，図 2 の上位 10 カ国以外で数カ国が高い成
長率を示していることがわかる。上位 10 カ国
ではイタリアとポーランドが各々＋ 26.9％，＋
17.6％，11 位から 15 位に位置しているロシア
が＋ 49.8％，トルコ＋ 39.4％，シンガポール＋
25.1％となっている。上位国全体ではフランス
を除けば，いずれも輸出額を増加させており，
イタリアを除くロシア，ポーランド，トルコ，
シンガポールなどの新興国の伸長が著しい。
　ここから世界全体の消費需要・輸出増には，
既存の輸出国に加えて新興国の輸出増も貢献し
ていることがわかる。著しい伸長を見せている
新興国は，シンガポールを除けば，ロシアもト
ルコも欧州市場に近いことで共通している。
　チョコレートをはじめとしたコンフェクショ
ナリーは，比較的内需の大きい自国市場があれ
ば，新興国メーカーにとっても発展の大きな機
会が提供されてきた。なぜならば，保護関税に
よって外資系商品に対して価格競争力を発揮す
ることが可能であるだけでなく，自国市場にお
ける消費者の所得水準が低いため，たとえ外資
系商品がブランド力や品質で優っていても，消
費者は安価な国内メーカー品を選好するからで
ある。
　先の表 1のランキングからトップ 10 以外のラ
ンキングでは，西欧，米国などの先進諸国以外
に数多くの新興国のメーカーが名前を連ねてい
る。ランキング分布の特徴としては，カカオ原
産地かこれに近い中南米諸国のメーカーが多い
ことがわかる。ブラジルのカカウ・ショウ，アル
ゼンチンのアーカーなどが代表的である。メル
コスールのように関税同盟のある南米市場では，

こうしたメーカーは国内市場以外にもより規模
の大きな地域市場を商圏とすることができる。
　このような地域市場圏については EU や
ASEAN も同様である。インドネシアのメー
カーは国内市場も大きく，コンフェクショナ
リー製造にはコスト面も含めて有利である。ま
た東欧のメーカーも同様である。ウクライナの
ロッシェンなどは東欧タイプに近く，このタイ
プには大きな国内市場を持つロシアの老舗企業
クラスニー・アクチャーブリも入る。トルコは
ウルケムをはじめ大手メーカーが多く，中東，
EU 市場に強みを発揮している。
　東アジアではロッテ以外にクラウン，オリ
オンの韓国三大コンフェクショナリー企業が
ランク入りしている。こうした韓国メーカー
は 1950 年代後半以誕生しており，クラウンは
2005 年にヘテ製菓を吸収している。クラウン
は内需向けで他社の模倣製品が多いことで有名
で，海外進出についてはロッテ同様，オリオン
も中国・東南アジア市場に工場を有している。
クロスボーダー M＆A については，パキスタ
ン，ミャンマーなど新興国市場でロッテが存在
感を示している（21）。
　ここではチョコレート新興国の事例として，
対外市場戦略に積極的なトルコの最大手企業ウ
ルケム（イスタンブール証券取引所上場）を取
り上げることにする。前節で見たようにウルケ
ムの親会社はゴディバをグループ傘下に置いた
ことでも知られており，同社の対外市場戦略を
概観することで，先進国の既存企業との相違を
明らかにできると思われるからである。
　残念ながら，ここで触れる新興国のコンフェ
クショナリー産業と企業については，韓国など
一部を除けば，先行研究が見られないのが実情
である。従ってウルケムの事例については，同
社の年次報告書と開示資料を通じて以下見てい
くことにする（22）。
　ウルケルは，クリミア半島からの移民を両親
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に持つサブリ・ウルケムとアシム・ウルケム兄
弟によって 1944 年に創業している。最初は小
さなベーカリーだったが，その後，工場の増
設に伴い，1970 年代には中東市場に製品を輸
出するようになった。主力製品はビスケットと
チョコレートだったが，規模の拡大に伴い製品
レンジもアイスクリーム，コーヒー，コーラ飲
料（コーラ・ターカ）などへと広がっていった。
　親会社のユルドゥスは 2016 年に英国に子会
社プラディス（Pladis）を設立しており，現在
はウルケルをはじめゴディバ，ビスケットブラ
ンドで有名な英国のマクビティ，米国のキャ
ンディ大手デメット（DeMets）など複数の国
際的ブランドと企業を傘下に収めている。プ
ラディス設立以前にユルドゥスは 2013 年にデ
メットを，翌 14 年にはマクビティの親会社ユ
ナイテッド・ビスケットを買収している。この
ためプラディスは，2019 年時点で 11 カ国に 25
製造工場を展開する文字通りの多国籍企業と
なっている。
　以上の多国籍化の経緯から，ウルケルの対外
市場戦略を見る前にユルドゥスの事業展開に言

及しておく必要があろう。1989 年に国内事業
の拡大に伴い，持ち株会社ユルドゥスが設立さ
れており，2000 年代後半以降にクロスボーダー
M＆A が活発になると，さらに国際的なブラン
ド企業を統括するために英国に子会社プラディ
スが設立されたのである。
　中東市場を超えて，コンフェクショナリー企
業としての世界市場への参入は後発ではある
が，ユルドゥスの企業グループ組織とクロス
ボーダー M＆A を通じた多国籍化は，新興・
後発国企業の中でも群を抜いていると言って
も過言ではなかろう。このような組織化によっ
て，傘下企業の対外市場戦略もゴディバがそう
であったように，2010 年代後半に加速化して
いくことになる。そしてトルコ国内のウルケル
にも同様のことが言えよう。
　ウルケルのクロスボーダー M＆A は 2016 ～
2017 年に集中しており，ハイフード（エジプ
ト），FMC（サウジ），IBC（サウジ），UI メナ・
アミル　グローバル（サウジ），ハミル（カザ
フタン）と立て続けに 5 社を買収している。こ
れらの一連の買収によってチョコレートとビス

図 3　ウルケル社の海外売上高の推移（100 万トルコリラ）
出所）Ülker，Annual Report 各年次報告書より作成。
注）2016 年「年次報告書」から国内外売上高が記載されるようになった。
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ケットの生産・販売を拡大し，図 3 に見るよう
に，2019 年には連結売上高は約 78 億トルコリ
ラ（約 1040 億円　20 年末レートで換算）に達
し，海外売上高比率は40％近くに上昇している。
　ウルケルのトップ生産品目はチョコレートで
あり，次にビスケットであるが，ユルドゥス，
プラディスというグループ全体の再編とその中
で，隣接市場の中東・中央アジアという国際市
場の中でもリージョナル市場を押さえていく姿
が鮮明になっていると言ってよい。このように
世界需要に対応した急速な新興国の輸出増の背
景には，ウルケルやそのグループ全体のクロス
ボーダー M＆A に見られる対外市場戦略も深
く関係していることが見てとれよう。

4．日本のコンフェクショナリー企業と対
外市場戦略

4―1　日本のチョコレート市場について
　コンフェクショナリーと呼ばれるものの中で
も，傑出して消費を伸ばしているものにチョコ
レート，チョコレート菓子がある。2000 年代
以降，全日本菓子協会の統計によれば，チョコ
レートの販売額は 4000 億円台前半で安定的に
推移していたが，11 年から販売増が目立つよう

になり，10 年から 17 年にかけて市場は 3 割拡
大したという。新聞報道によれば，こうした拡
大の背景には大人の消費者による健康志向から
ハイカカオなどの高価格帯のチョコレートに対
する需要増が大きな要因になっているという（23）。
　図 4 は，1980 年代後半以降のチョコレート
の国内消費量と輸入量の推移を示したものであ
る。消費量全体の伸びに合わせて 1 人当たり年
間消費量も伸びており，2017 年には 2.16kg に
達している。消費量は国内生産量全体に輸入量
を加えたもので，おおよそ輸入量は国内生産量
の 1 割前後で推移し，こちらも伸びている。輸
出は輸入の 5 分の 1 程度でアジア向け輸出が多
く，輸入はベルギー，フランスなど欧州からの
高級チョコレートと生産拠点である中国からの
チョコレートで占められている。
　さらに長期的にチョコレートの生産・消費量
を見るならば，高度経済成長期を経て，バレン
タインデー商戦が定着した 1970 年代半ば以降
から伸びており，その後もチョコレートはコン
フェクショナリー，菓子類の中でも王道を歩ん
できたと言っても過言ではなかった。
　むろんチョコレートのように，戦後から現在
に至るまで日本に定着し独自に発展を遂げた例
がある一方で，コンフェクショナリーにも製品

図 4　チョコレートの国内消費量と輸入量の推移（トン）
出所）日本チョコレート・ココア協会　統計より筆者作成。
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ごとに盛衰は存在している。洋菓子業界全体に
おいては，宮下［2008］が指摘しているように，
少子高齢化に伴い国内市場が限界にきており，
リストラ，内外の M＆A，海外市場への進出
などが課題になっていることは広く認識されて
きた。
　流通小売りのチョコレートでは，森永と明治
のロゴがすぐ浮かぶくらい日本の消費者にはこ
れら 2 社の製品が戦後広く浸透してきたが，現
在は明治，江崎グリコ，ロッテのチョコレート
製品が小売市場では主流となっている。森永と
同様に明治は乳業部門を持っており，江崎グリ
コも乳製品を製造販売し，幅広い商品レンジを
擁している。海外進出においても明治は中国，
米国，タイ，インドネシア，オーストラリア，
シンガポールに現地法人を持っており，森永も
進出国がほぼ重なっている。
　日本のコンフェクショナリー企業が，ネスレ
やクラフトフーズのように規模で見るならば，
世界有数の規模に達していることが先のキャン
ディインダストリーにおけるグローバルトップ
のランキングにも示されていた。しかも明治は，
4 位でネスレとハーシーよりも上位に位置して
いる。グリコも 10 位に位置しており，トップ
10 に日本から 2 社が顔を並べている。そして
森永は 16 位，ブルボン 17 位，ロッテ（韓国）
26 位となっている。2013 年グローバルトップ
では明治が 7 位で日本からはトップ 10 は 1 社
のみだったので，2010 年代末までの短期間に
日本のコンフェクショナリー企業は世界的レベ
ルで規模を拡大させてきたことがわかる。
　ランキングについてはコンフェクショナリー
または食品事業部門だけが取り上げられている
ので，明治も森永も企業グループとしての売上
規模はさらに大きくなる。明治はさらに伝統的
に製薬部門も擁しており，食品コングロマリッ
トとしての規模も大きい。2011 年に明治乳業
と明治製菓から薬品部門が Meiji Seika ファル

マとして分離した後，それまでの明治製菓は製
菓・食品事業と合体して明治となったからであ
る。いずれも親会社は明治ホールディングスで
ある。
　ここでは明治と江崎グリコの対外市場戦略に
焦点を当てることにするが，その前に先に述べ
たように，チョコレートの国別輸出シェアを示
した図 2 においては上位 10 カ国に日本の名前
がないことを確認しておきたい。これにはカカ
オ含有量 95％（他の植物油脂は 5％まで）を
チョコレートとするカカオ含有量の規定に厳し
い EU のように，35％以上をチョコレートとし
て規定する（準チョコレート以下はさらに配合
率が減る）日本の格段にカカオ含有量の少ない
商品などがチョコレートとして認められていな
いことも関係している。
　EU 市場だけでなく，米国市場も既に見たよ
うにハーシーを中心に厳しい競争下にあること
から，日本の主な輸出先は東・東南アジアなど
に対外市場が限定されることに加えて，東南ア
ジアなど亜熱帯地域では，溶けやすいチョコ
レート自体の需要が限定されている。このた
め，明治などのようにグローバル上位やその近
辺にランキングを上げていても，少なくともそ
れはチョコレートの海外売上高増と結びついた
ものではない。
　企業別世界市場シェアにおいてもマース，モ
ンデリーズ，ネスレ，フェレロ，ハーシーなど
の欧米企業だけで 6 割前後を有しており，先の
キャンディインダストリーのランキングからす
れば，日本企業の国際市場での欧米企業との
ギャップが大きいことは否定できない。重要な
点として，明治，江崎グリコ，森永において，
チョコレートは海外事業において主力商品では
ないということである。
　残念ながら．このような日本企業の欧米企業
に対する対外市場での劣位とその原因について
論究した先行研究は見当たらない。海外進出自
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体については，戦前から事業活動を行っていた
明治，森永，江崎グリコは比較的早い時期にア
ジア市場に進出を遂げており，例えば森永の場
合，第 1 次大戦後，中国，インド，南洋方面に
ビスケット，キャラメルなどを輸出し，1920
年代半ば以降，中国，台湾などにも工場を持つ
ようになった（24）。
　注意しなければならない点は戦前，戦後チョ
コレートに限定するならば，それは国内外では
主力商品ではなかったことである。チョコレー
トは，当時の国内消費者にとって戦後も依然と
して高価だったことである。主な需要として戦
前から贈答用に購入されることが多く，高度経
済成長を経て，バレンタインデーの業界キャン
ペーンなどもあって，低価格化が進むと国内の
チョコレート需要は伸びていくことになった。
　ここでの要諦は，日本におけるチョコレート
の普及と販売増には低価格が一つの前提条件と
なっていたことで，明治をパイオニアとして量
産体制が実現していったことと，国内基準での
カカオ含有量の少ない形式上のチョコレートや
チョコレート菓子が「チョコレート」として消
費者から承認を得ていったことである。
　従って既に述べたように，チョコレートにつ
いては，その消費需要の伸びは，基本的には国

内市場で国内企業によって供給対応されてきた
という，今日までの実情を前提として確認して
おく必要があろう。

4―2　明治と江崎グリコの対外市場戦略
　表 4 は，2010 年代における大手企業による
M＆A をはじめとした対外市場戦略の事例を
示したものである。最大手の明治においては，
チョコレート部門における海外事業活動に目
立った進展は見られない。唯一江崎グリコによ
る米国企業の買収が見られるだけである。
　他方で森永は森永製菓と森永乳業に分離した
まま森永グループとして括られている。食品コ
ングロマリットとしての存在感は，明治グルー
プほど大きくはなく，戦前に老舗としてリード
していたにもかかわらず，戦後，高度成長期を
経て森永は明治に水をあけられた形になってい
る。
　森永と明治についてチョコレートというセグ
メントで比較する限り，対国内市場戦略という
点では明確な違いが見られる。それは原料供給
面である。既述したように，森永はバリーカレ
ボー（日本法人）と戦略的な提携関係を結んで
おり，群馬県高崎市の森永工場隣接地に，バ
リーカレボーはチョコレート原液を供給する工

表 4　日本におけるコンフェクショナリー企業の対外市場戦略の事例（2010 年代）

企業名　M&A 概要

江崎グリコ
2018 年　米国チョコレート販売会社 TCHO ベンチャーズ（カリフォルニア州，2005 年創業）を
買収。同社は若者に人気の高級チョコレート「TCHO（チョー）」ブランドを米国で展開する新興
企業で，この買収によって米国のクラフトチョコ市場へ進出。

明治 食品セグメント，株式会社明治の海外グループ会社 12 社
2010 年代における海外チョコレートに関係する M&A，資本業務提携は確認できなかった。

森永 2013 年米国森永製菓設立，ハイチュウが主力販売製品

不二製油
（原料メーカー）

2013 年　 フジオイル　ヨーロッパがインターナショナル　オイルズ　アンド　ファッツ（ガーナ）
の株式 50％を取得

2015 年　ブラジルの業務用チョコレートメーカー Harald 社を子会社化
2016 年　マレーシアの GCB SPECIALTY CHOCOLATES を子会社化
2018 年　 オーストラリアの業務用チョコレートメーカー Industrial Food Services を完全子会社化
2018 年　米国の業務量チョコレートメーカー Blommer Chocolate Company を完全子会社化

出所）各社プレスリリース，各社 IR 開示資料，報道などから作成。
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場を持っている。森永はチョコレートの消費需
要増に対応して，原料から中間製品の供給を外
資系企業に依存する形にして，自社製品の中間
原料確保という道を選択していた（25）。
　これに対して明治は，それまでよりもカカオ
含有量の高い高付加価値・高価格帯のチョコ
レートを国内市場に投入し，健康志向の高まり
に対応した消費者側の需要に対応してきた。カ
カオ豆の主産地であるアフリカ（コートジボ
ワール，ガーナなど）ではなく，中南米（ドミ
ニカ，エクアドル，ベネズエラなど）で生産支
援活動を行うとともに，カカオ豆の加工方法と
その組み合わせ研究に取り組み，製品化を目指
してきた（26）。
　以上の明治と森永の差は，戦後のチョコレー
ト量販体制における両社の生産・セグメント組
織力の差を反映したものではあるが，森永の場
合においてもチョコレートというセグメントで
の劣位を埋め，国内需要増に対応するという意
味では合理的な選択であったという見方も可能
である。そしてより重要な点は，これら日本企
業は，チョコレートの世界市場においてコンペ
ティターとして事実上蚊帳の外にいるというこ
とである。
　チョコレート，チョコレート菓子以外の製造
販売も含む日本の大手コンフェクショナリー企
業は，過去，アジアを中心に一定の海外進出を
果たしてきたが，それでもチョコレート，チョ
コレート菓子部門を欧米大手と比較した場合，
その歩みは非常に遅い。最大手明治（明治ホー
ルディングス）の場合，開示資料によれば，
2020 年時点での菓子類を含む食品部門の海外
売上高比率は 4％台にとどまっている。中期計
画では 10％以上を目指してはいるものの，む
しろアジアを中心とした乳製品の拡販に重点が
置かれており，チョコレート類では国内ほど市
場プレゼンスはなく，内外格差が著しいものと
なっている。

　チョコレートに関係して海外現地法人，海外
工場，買収において最も力を入れてきたのが明
治であることは確かだが，米国，中国，東南ア
ジアで現地生産を行なっている主力商品は，「ハ
ローパンダ」「ヤンヤン」「チョコベビー」など
である。「チョコベビー」を除くとチョコレー
ト菓子というよりもビスケット類の範ちゅうに
入れることも可能で，後述するように日本国内
の戦略的な商品やマーチャンダイジングとはか
なりかけ離れている。
　こうした状況は，比較的海外売上高比率が
18.5％（2019 年）と高い江崎グリコにも当ては
まる。欧州，アジアでの主力商品はポッキーや
プリッツであり，これはビスケット市場での市
場シェアに組み入れられるか，スナック菓子
の範疇に入れることも可能である。また東南ア
ジアにおける主力製品は明治同様，乳製品であ
り，近年の同社開示資料によれば，アイスク
リームが中心的な商品となっている。
　結論のみを先取りすれば，日本の大手コン
フェクショナリー企業は，海外事業において
チョコレートを主力商品・ブランドとして戦略
的に組み込んでいないということである。より
正確に言うならば「組み込むことができなかっ
た」ということになろう。これは国内市場の状
況を観察すればより理解しやすい。
　明治やロッテは板チョコをスーパーやコンビ
ニなどの小売店において 100 円以下で販売して
おり，日本における小売流通チョコレートの普
及は，元々こうした低価格が起爆剤になったこ
とと，従来の低価格製品に加えて，世界的な健
康志向の高まりに対応して，明治の場合，自社
開発のカカオ輸入ルートを通じたカカオ含有量
の多いプレミアム製品「ザ・チョコレート」シ
リーズ（従来の板チョコよりも 2 倍以上の小売
価格）の市場投入によって，国内需要増分を吸
収してきた。小売流通面での日本製品優位も
あって，外資系製品の一般流通ルートはデパー
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トや専門店以外では限られたものとなっている
からである。
　国内でチョコレートを主力商品とするコン
フェクショナリー企業は，チョコレートを用い
たチョコレート菓子やオリジナル菓子商品を開
発し，各社とも多くの製品ラインナップをそろ
えてきた。現在のチョコレートが量産体制に
よって小売価格が低下していく過程で，さらに
低価格のチョコレート菓子やオリジナル商品が
誕生し，むしろ消費者のチョコレートへの渇望
がこうした商品を生み出しロングセラーになっ
ていったという経緯がある。
　このため高価なチョコレート原料や国際的な
カカオ含有量の基準に縛られないことで，中小
メーカーの国内コンフェクショナリー市場への
参入も比較的容易になった。名糖産業（名古屋）
やカバヤ食品（岡山）などは典型的な例である。
大手も国際基準と乖離した国内基準によって低
価格を実現させることができたし，キャンディ
インダストリーランキングに顔を出しているブ
ルボン（新潟）は，主力製品のほとんどがオリ
ジナルのチョコレート菓子である。
　以上のことから，世界的な比較・ランキング
として明治などが，チョコレート，チョコレー
ト菓子を主力商品とする欧米企業に匹敵する
までに成長を遂げてきたのは，国内市場での優
位性に基づくもので，国際的な比較優位はない
ということを確認できよう。そして日本のコン
フェクショナリー企業は，海外においても国内
のオリジナル商品を対外市場向け戦略的商品と
して投入してきたのである。

4―3　対外市場向け戦略的商品の合理性と限界
について

　日本の食品メーカーにおいて，ツリーの幹の
枝となるロングヒット商品から多様な枝葉商品
が生まれ，多角化以前に商品の多様化が戦略的
に進展する姿を類型化した畑中［2017］の研究

は，日本のコンフェクショナリー企業により当
てはまると考えられる。新製品，限定品の市場
への投入は目を見張るばかりで，ネスレのキッ
トカットは，製品現地化として，こうした投入
回数の多さに適合した外資側の事例である。
　FMCG と呼ばれる消費財は，元々商品回転
率が高いことに由来しているが，この場合の商
品回転率とは 1 種類の商品を想定して，商品回
転率＝期間中の売上高（売上原価）÷期間中の
平均在庫高（平均在庫金額）という数式が用い
られる。数式中の平均在庫高は，平均在庫高＝

（期間開始の在庫高＋期間終了の在庫高）÷ 2
というように算出される。期間を 1 年とする場
合や食品などのように賞味期限がある場合は，
例えば 3 カ月などのように，もっと短いサイク
ルで求める場合も多い。
　基本的に商品回転率が高ければ在庫リスクを
減らし売り上げに貢献することになるが，在庫
切れを起こし機会損失を生じさせる可能性もあ
るので注意が必要である。商品回転率と並んで
重要な指標は在庫を全て売却するまでにかかる
期間を指す在庫回転期間である。言うまでもな
く在庫回転期間が短い方が良いことになる。
FMCG の“First Moving”という概念は特に
他の財に比較して，具体的には商品回転率が高
い食品，菓子，飲料，日用品，アパレルなどを
指すが，多種類の商品の回転率や入れ替わりの
速さを念頭に置いているわけではなかった。
　絞り込まれたライフサイクルが長い看板商品
を製造販売することが，欧米コンフェクショナ
リー企業の特徴とすれば，日本企業は国内で多
種類の商品の回転率や入れ替わりの速さを重視
するという特徴と傾向があることは明白であ
る。ところで，日本の多くの企業は，なぜこう
した手法を取り入れ定着させていったのだろう
か。
　一つ目の理由として，多種類の新商品を短期
間（期間限定，季節限定）に投入して個別製品
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の商品回転率から売れ筋の新商品を探索するこ
とである。ヒット商品は，菓子類に限らずおび
ただしい新商品の中から生まれるからである。
　二つ目の理由は，新商品の投入には意外とコ
ストがかからないことである。多くはチョコ
レートを原料としないか，少量とした最大のボ
リュームゾーンにある看板商品をベースにした
枝葉商品だからである。フレーバーやティスト
のみ変えるならば，原料調達コストはそれほど
かからないということになる。
　最後の理由として挙げられる点は，幹や大枝
となっているロングセラーヒット商品自体も，
長期においては売上が減少する傾向にあるた
め，そこから枝葉商品を増やして長期の売り上
げ減をカバーすることにある。
　いずれにしても，短期的な需要喚起が多くの
商品アイテムを増やしてきたことは間違いな
い。この点については大手から中小まで共通し
ており，国内の組織・生産体制ゆえに可能に
なっている点から，海外への事業展開に限界が
あることも看過すべきではなかろう。
　明治と江崎グリコの場合，直近の決算資料に
よれば，新製品・限定品アイテムの投入回数を
増やしても，2017 年以降のチョコレートの売
上高は，既存のロングセラー商品の販売減をプ
レミアムチョコレートや機能性食品表示の新製
品などの販売増でカバーしきれず，全体の売上
は停滞気味である。代わって菓子類の海外売上
高が伸びつつあるが，伸びつつあると言って
も，海外売上高比率が小さい現状は変わらず，
スローな伸びにとどまっている（26）。
　日本企業による海外でのコンフェクショナ
リー事業の展開は，欧米型のブランド・商品名
として知られたチョコレート（標準品）ではな
く，国内でヒットしたオリジナル菓子類である
ため，さらに現地でのマーケティング戦略を通
じて知名度とブランドを築く必要があり，事実
上グリーンフィールド型の投資・進出に近くな

る傾向がある。
　標準的な製品・商品をすぐに現地展開できる
グローバリゼーション戦略に対して，江崎グリ
コの事例から，上田，竹内，山中［2019］が，
同社の対外進出の特徴をセミ・グローバリゼー
ション戦略と呼んでいることは日本企業の実情
に合致していると思われる。
　この結果，日本のコンフェクショナリー企業
の M＆A は，買収によってブランドを増やす
のではなく，現地販売会社の買収が中心になる
ことになる。対外市場戦略として「チョコレー
トなき競争」を選択した日本と伝統的な欧米企
業との必然的な違いが，クロスボーダー M＆A
の数の違いに反映されているのである。ただ
し，例外は原料加工メーカー国内最大手不二製
油の M＆A に示されるように，原料加工メー
カー間の M＆A は，チョコレートの世界需要
増とカカオ原産国の供給面でのボトルネックに
よって，日本・欧米を問わず進まざるを得ない
状況にあると言ってよかろう（27）。

5．結論

　これまでチョコレートの世界的な需要増に対
応して，コンフェクショナリー，特にチョコ
レートをめぐるグローバル企業の対外市場戦略
を比較考察してきた。特に伝統的に比較優位の
ある欧州企業と巨大な国内市場を有する米国企
業をまず取り上げた。直接的な対外市場戦略
を示す主な指標はクロスボーダー M＆A であ
るが，そこで強調しておかなければならない点
は，近年の動向を見る限り，米国企業のツー
トップにまず大きな変化が生じたことであろう。
　国内市場でのシェア首位を伝統的に維持し，
米国人の消費文化に溶け込んでいるハーシーは
対外市場重視から国内市場重視へ転換する一方
で，国内市場シェア 2 位に甘んじているマース
は積極的なクロスボーダー M＆A を継続して
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きた。欧州企業も同様にクロスボーダー M＆A
を持続させており，マーケティングミックスの
中にブランド数，製品レンジを増やしているこ
とを確認することができた。
　こうした世界市場における既存のコンペティ
ター（競争相手）に対して，新興国のコンフェ
クショナリー企業も同様に M＆A を通じて世
界市場への参入を遂げている。特にトルコのコ
ンフェクショナリー企業ウルケルの場合，中東
市場，欧州市場へと海外売上高を伸ばしつつあ
るが，主な対外市場戦略はリージョナル市場

（中東）における M＆A であった。親会社のユ
ルドゥスが英国に持ち株子会社プラディスを設
立し，その傘下にウルケル，ゴディバが再編入
されている。欧州という最大規模の消費地にお
いて，トルコ企業が欧州企業化してマーケティ
ングミックスにおいて存在感を示そうとしてい
る，そういう実像が見えてこよう。
　グローバル M＆A において最も忘れてはいけ
ないことは，バリーカレボーのような国際的な
大手原料加工メーカーが，コンフェクショナリー
企業以上に積極的にクロスボーダー M＆A を進
めていることであろう。水面下で行われている
大規模な統合と再編は，世界的なチョコレート
需要増に対応した最も大きな変化であろう。
　多くのコンフェクショナリー企業では，特に
高級志向を打ち出したプレミアチョコなどを除
けば，すべての商品がカカオ豆原料から一貫生
産されているわけではない。ネスレやゴディバ
でさえも原料メーカーであるバリーカレボーか
ら原料用チョコレートを購入しているのである。
　以上のように，欧米および新興国のコンフェ
クショナリー企業の現状を見る限り，新興国の
コンフェクショナリー企業の対外市場戦略をめ
ぐるケーススタディの積み上げと同時に，原料
加工メーカーによる統合と川上から川下に至る
サプライチェーンの再研究と考察が今後の課題
として浮上してこよう。

　最後に取り上げた日本のコンフェクショナ
リー企業のケースについては，対外市場戦略と
して，特にチョコレート，チョコレート菓子に
ついては依然として多くの課題があることが判
明している。
　明治をはじめとした国内大手のコンフェク
ショナリー企業が，チョコレートの世界的な需
要増とともにキャンディインダストリーの上位
ランキングに顔を出すようになったのは，チョ
コレートそのものの海外生産・販売増ではな
く，国内におけるチョコレート販売増と海外に
おけるそれ以外のオリジナル商品や食品の拡販
によるものである。
　コンフェクショナリーにおいて，チョコレー
トは国内市場，チョコレート以外のオリジナル
商品は海外市場というすみ分けができているこ
と，このため同業他社に対するクロスボーダー
M＆A が少なく，それがチョコレート，チョコ
レート菓子を主力商品とする欧米企業との対外
市場戦略の違いを生み出していることを明らか
にした。

注
⑴　チョコレートの一般的な歴史については，武

田［2010］，Sarah Moss and Alexander Badenoch
［2009］（邦訳版）を参照。

⑵　Sarah Moss and Alexander Badenoch［2009］（邦
訳版）第 3 章参照。

⑶　Mars, History in the Making. Milton Hershey 
Biography による（ウェブサイト）。

⑷　Brenner［1999］邦訳版，p. 16。
⑸　日本のチョコレートの歴史については，森永製菓

株式会社［2000］，ウェブサイト森永製菓モリナガ
デジタルミュージアム，明治ホールディングス「赤
い糸がつなぐ明治グループ 100 年の歴史」，明治製
菓株式会社［1968］を参考にした。

⑹　森田［2000］pp. 139―148。
⑺　Boya r sk aya  T . ,  E .  U sh akova  a nd  M . 

Schwaninger (Supervision) [2014] pp. 8―9.
⑻　以下ネスレの歴史，歩みについては同社ホー
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ムページ The Nestlé company history（https://
www.nestle.com/aboutus/history/nestle-company-
history）などによる。2020.10.24. 閲覧。

⑼　「ネスレを世界一にした「連邦経営」100 年間の
計略」「日本経済新聞」，2014.8.10。

⑽　同システムの詳細については高橋［2019］pp. 65
―68 参照。

⑾　Ramli［2017］p. 9．
⑿　ゴディバの歴史については同社ホームページ参照。
⒀　Cf. Maria Garrone., Pieters, Hannah; Swinnen, 

Johan F. M. [2016]
⒁　日本市場におけるゴディバのマーケティング戦略

については，ジェローム・シユシヤン［2016］が詳
しい。

⒂　ジェローム・シユシヤン［2016］p. 11，p. 20。
⒃　The Hershey Company [2019] Hershy Facts, p. 

45.
⒄　Ibid., pp. 28―29.
⒅　ハーシーの海外売上高比率については，次の資

料を参考にした。Statista 2020 Global net sales of 
the Hershey Company 2006―2019 https://www.
statista.com/statistics/1117023/total-global-net-
sales-of-the-hershey-company-by-region/　2020 
10.25 閲覧。Hershy Reports First-Quarter 2020 
Financial Results.

⒆　統計については次を参照。Statistia，Market 
share of leading chocolate companies worldwide in 
2016 https://www.statista.com/statistics/629534/
market-share- leading-chocolate-companies-
worldwide/　2020.10.25 閲覧

⒇　Barry Callebaut ホームページ，IR 各種開示資料
より。同社は戦略的には北米，欧州に加えて新興国
市場を重視しており，そのために拡大，イノベーショ
ン，コストリーダーシップ，サステナビリティの 4
つの柱を掲げている。

21　クロスボーダー M＆A という点では，韓国の
ロッテ・コンフェクショナリー（ロッテ製菓）は，
2010 年にパキスタンのコルソン（Kolson）を買収
している。直近ではミャンマーの L ＆ M メイスン

（ベーカリー，スナック）を買収している。ただし，
チョコレート関連での M＆Aについては確認でき
なかった。

22　同グループについては以下を参照。Ülker，
Annual Report 各 年 次 報 告 書，Our History，IR. 

http://ulkerbiskuviinvestorrelations.com/en/about-
ulker/history.aspx

Yıldız Holding，Our Story.  https ://engl ish .
yildizholding.com.tr/our-story/　2020.11.20 閲覧。

23　「チョコ人気，溶けぬ勢い　7 年連続で販売額最
高」「日本経済新聞」2018.3.30。

24　森永製菓株式会社［2000］pp. 72―73，pp. 112―
113。

25　「バリーカレボージャパン，20.8 億円投じ高崎市
に新工場開所，3 年以内に増強計画」工場計画情報

（2013 年 12 月 3 日）https://www.sangyo-times.jp/
article.aspx?ID=875 2020.11.25. 閲覧。

26　直近 3 年間で明治のチョコレート売上高は 1000
億円にとどかず，江崎グリコは 450 億円前後で停滞
している。明治，江崎グリコの「2019 年度　決算
説明資料」より。なお森永も高価格帯市場に参入し
ている。

27　2015 年以降のクロスボーダー M＆A を通じて，
不二製油は世界 3 位の原料加工メーカーとなった。
この結果，海外売上高比率は 2016 年の 40％から
60％へ上昇し，海外子会社数も 17 社から 30 社に増
加した。不二製油グループ［2020］p. 40。
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